
１.重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

① 　 満期保有目的の債券

　  償却原価法（定額法）を採用しております。

②　　その他有価証券

　　決算日の市場価格等に基づく時価法を採用し、評価損益は特定資産評価損益等で処理

　　しております。

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用

　　しております。

（３）固定資産の減価償却の方法

①　　有形固定資産

　　定額法を採用しております。

　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建物 30～50年

　　構築物 15～20年

　　什器備品  3～15年

②　　無形固定資産

　　定額法を採用しております。

    なお、耐用年数は次のとおりであります。

　　自社利用のソフトウェア　5年

（４）引当金の計上基準

①　　賞与引当金

　　役員及び職員の賞与金の支払いに備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度負担額を

　　計上しております。

②　　退職給付引当金

　　退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を

　　退職給付債務とする小規模企業等における簡便法を適用しています。

③　　役員退職慰労引当金

　　常勤役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末退職慰労金の要支給

　　額を退職給付引当金に含めて計上しております。

④　　ＰＣＢ引当金

　　ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の処分等にかかる支出に備えるため、今後発生すると

　　見込まれる額を計上しております。

（５）消費税等の会計処理

　　税込方式を採用しております。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記



２.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

図書資料 3,583,541 0 0 3,583,541

小計 3,583,541 0 0 3,583,541

特定資産

土地 110,494 0 0 110,494

建物 2,109,546,028 3,665,520 92,741,768 2,020,469,780

構築物 100,265,422 0 11,782,370 88,483,052

什器備品 189,220,313 1,159,507 29,567,119 160,812,701

図書資料 1,416,473,767 23,569,740 0 1,440,043,507

ソフトウェア 2,551,500 216,000 889,200 1,878,300

事業運営積立資産 2,861,608,318 0 11,783,500 2,849,824,818

退職給付引当資産 54,188,580 5,847,079 0 60,035,659

建物設備修繕引当資産 267,338,802 21,946,830 12,103,133 277,182,499

ＰＣＢ引当資産 24,633,112 2,484 0 24,635,596

斯波研究奨励金 0 20,000,044 0 20,000,044

小　計 7,025,936,336 76,407,204 158,867,090 6,943,476,450

合　計 7,029,519,877 76,407,204 158,867,090 6,947,059,991

科　　　　目



３.基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

（うち指定正味財 （うち一般正味財 （うち負債に対応

 産からの充当額） 産からの充当額）　する額）

基本財産

図書資料 3,583,541 0 (3,583,541) 0

小　計 3,583,541 0 (3,583,541) 0

特定資産

土地 110,494 (110,494) 0 0

建物 2,020,469,780 (2,016,821,734) (3,648,046) 0

構築物 88,483,052 (88,483,052) 0 0

什器備品 160,812,701 (160,812,701) 0 0

図書資料 1,440,043,507 (401,919,036) (1,038,124,471) 0

ソフトウェア 1,878,300 (1,878,300) 0 0

事業運営積立資産 2,849,824,818 (202,000,000) (2,647,824,818) 0

退職給付引当資産 60,035,659 0 0 (60,035,659)

建物設備修繕引当資産 277,182,499 (30,211,202) (246,971,297) 0

ＰＣＢ引当資産 24,635,596 0 (30,596) (24,605,000)

斯波研究奨励金 20,000,044 (20,000,000) (44) 0

小　計 6,943,476,450 (2,922,236,519) (3,936,599,272) (84,640,659)

6,947,059,991 (2,922,236,519) (3,940,182,813) (84,640,659)

４.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりです。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

特定資産

建物 2,797,198,186 △ 776,728,406 2,020,469,780

構築物 179,828,553 △ 91,345,501 88,483,052

什器備品 427,498,106 △ 266,685,405 160,812,701

ソフトウェア 15,514,304 △ 13,636,004 1,878,300

小　計 3,420,039,149 △ 1,148,395,316 2,271,643,833

その他固定資産

構築物 136,500 △ 39,813 96,687

什器備品 39,749,647 △ 32,994,416 6,755,231

ソフトウェア 15,717,830 △ 13,148,852 2,568,978

小　計 55,603,977 △ 46,183,081 9,420,896

3,475,643,126 △ 1,194,578,397 2,281,064,729

科　　　　目 当期末残高

科　　　　　　　　目

合　　　　　計

合　　　　　計



５. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりです。

（単位：円）

債券（事業運営積立資産）

三菱UFJ証券ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽｸﾚｯｼﾞｯﾄﾘﾝｸ債

三菱UFJ証券ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽｸﾚｯｼﾞｯﾄﾘﾝｸ債

第118回大阪府公募公債

債券（建物設備修繕引当資産）

６. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりです。

（単位：円）

補助金

科学研究費補助金

（特定奨励費） （注）

（注）当期末残高は、特定資産に計上されている図書資料及び固定資産に対応する指定正味財産相当額です。

７. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。

（単位：円）

経常収益への振替額

目的達成による指定解除額

減価償却費計上による指定解除額

経常外収益への振替額

減価償却費計上による指定解除額

84,205,876

585,958

134,377,025

86,237,201109,000,000318,920,007

219,168,859

交付者 当期増加額

300,000,000

1,000,000,000

内　　　　　　　　　容

合　計

種類及び銘柄

6,315,000

時    価 評 価 損 益

貸借対照表上

の記載区分
補助金等の名称

帳 簿 価 額

合                 計

金　　額

当期減少額

△ 5,643,000

3,640,000

341,682,806

当期末残高

9,680,150

－

1,174,500

4,209,000

64,400

文部科学省 318,920,007

100,178,750

前期末残高

109,000,000 86,237,201 341,682,806
指定正味財産

合　　　　　　　計

△ 79,750

40,000,000 40,064,400

294,357,000

1,003,640,000

506,315,000

300,000,000 304,209,000

第2回三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ期限前劣後
免除特約付

明治安田生命保険相互会社第1回B号利払
繰延条項･期限前償還条項付無担保社債

100,099,000

第6回三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ永久社債劣
後免除特約

2,519,858,9002,510,178,750

500,000,000

第16回三菱UFJﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟ期限前劣後
免除特約付

270,000,000 271,174,500



８. 退職給付に係る注記

（1）採用している退職給付制度の概要

従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度を採用しています。

退職一時金制度では、退職給付として給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しています。

また、退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しています。

（2）確定給付制度

①簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　　退職給付債務     期首における退職給付引当金 円

　　　　退職給付引当金     退職給付費用 円

　　 退職給付の支払額 円

　　　　勤務費用     期末における退職給付引当金 円

②退職給付に関連する損益

　簡便法で計算した退職給付費用 円

（3）役員退職慰労引当金に関する事項

役員退職慰労引当金2,110,500円を退職給付引当金に含めて計上しています。また、役員退

職慰労引当金繰入額1,206,000円を退職給付費用に含めて計上しています。

９. 金融商品関係

（1）金融商品に対する取組方針

当法人は、法人運営の財源の一部を運用益によって賄うため、債券、株式、デリバティブ取引を

組み込んだ複合金融商品により資産運用する。

当法人が利用するデリバティブ取引は、デリバティブを組み込んだ複合金融商品（仕組債）のみ

であり、一定の金額を限度としている。

なお、投機目的のデリバティブ取引は行わない方針である。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

投資有価証券は債券、株式、デリバティブ取引を組み込んだ債券（仕組債）であり、発行体及び

参照組織の信用リスク、市場リスク（金利の変動リスク及び市場価格の変動リスク）にさらされ

ている。

（3）金融商品のリスクに係る管理体制

①資産運用規定に基づく取引

金融商品の取引は、当法人の資産運用規定に基づき行う。

②信用リスクの管理

債券及び仕組債については、発行体及び参照組織の信用情報や時価の状況を定期的に把握し、

理事会に報告する。

③市場リスクの管理

株式については、時価を定期的に把握し、理事会に報告する。

0

60,035,659

5,847,079

54,188,580

5,847,079


